
 

買いたたき 
（ハ）配送費用の負担

関連法規等に関する留意点

親事業者の事情により、従来は一回で納入させていた製品を複数回に分けて納品す

ることとした場合、下請事業者にとって製品の運賃負担が増す場合がある。 下請

法の適用対象となる取引を行う場合には、このように取引条件が変更されても、親

事業者が一方的に従来と同様の下請代金で納入させることとしたときは、下請法第

４条第１項第５号の買いたたきに該当するおそれがある。分割納品時の運賃負担に

ついても、コスト計算等に基づいて、下請事業者と親事業者が十分な協議を行って

決定する必要がある。

望ましい取引慣行 

下請代金に含まれる製品の運送経費について、１回の発送量や運搬形態などの条件

を加味しながら親事業者・下請事業者が十分に協議を行い、合理的な経費を書面で

の取り決めにより設定することが望ましい。 

荷主の立場からの適正取引の取組 

近年、長時間労働・低賃金という労働環境からドライバー不足が深刻化しているが、

適正な運賃水準が確保されなければ物流を担う人材の確保が困難となるほか、安全

にも支障が及びかねないことから、繊維産業としても自らの産業の発展や社会的責

務の観点から適正取引を推進していくことが一層求められている。 

また、荷主として運送業者等に委託を行う取引については独占禁止法の物流特殊指

定が適用される場合があるとともに、貨物自動車運送事業法においても、過積載や

過労運転など同法違反行為が主として荷主の行為に起因して発生した場合には、荷

主に対して再発防止措置を勧告する場合がある。また、荷待ち時間の削減等につい

ては、着荷主の立場からの協力も必要となる場合がある。 

こうしたことから、繊維産業においても、「トラック運送業における下請・荷主適

正取引推進ガイドライン」に記されているとおり、荷主の立場から問題となる行為

に関して、関係法規等に留意しながら、適正取引に向けて取組を進めていくことが

望ましい。 


